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子ども家庭福祉の入門書における「不登校」の取り上げ方

八尋茂樹１）*

１）新見公立大学健康科学部健康保育学科

（2023年9月20日受付、11月15日受理）

１．問題の所在

2023年現在、子ども家庭福祉１）の分野では、不登校２）の
問題は取り組まなければならない重要項目のひとつであ
る。例えば、八重樫ら（2022）の社会福祉士養成や保育士
養成課程用の教科書「児童・家庭福祉」において、不登校
の経緯や現状と背景、学校の不登校対策としてのスクール
カウンセラーやスクールソーシャルワーカーとの連携協
力など、不登校関連の項目に５ページを割いて解説してい
る。実際、2023年に発足したこども家庭庁は、「こどもの
育ち支援・子育て支援の観点から、文部科学省との連携を
強化しながら不登校対策に取り組む」と宣言した３）。また、
2022年の児童福祉法改正によって、子ども家庭福祉分野に
おける専門職を輩出するために創設された資格「こども家
庭ソーシャルワーカー」（2024年４月導入予定）は、不登
校問題を含む、教育に関連する領域の相談支援等を行うこ
とが期待されている４）。

一方、不登校の定義は、医学領域と教育領域で議論が重
ねられてきたといわれ（稲村、1994）、若本ら（2009）も、
不登校に関する研究は教育領域と心理領域が90％を占め、
1997年以降に医療・看護・保健領域が増加、そして、福祉
領域が本格的に参入してきたのは2000年代に入ってから

であったと指摘した。また、森田（2022）が「不登校問題
からみた福祉／教育の境界と子どもの自由」の中で、「2010
年代以降、福祉社会学の領域では、子どもの福祉の観点か
ら学校制度のあり方が再考されている」と述べたように、
福祉の視点からの不登校に対する議論の深まりは、歴史的
には深くないことがわかる。では、不登校問題は、子ども
家庭福祉について学ぶ者たちに、これまでどのように解説
されてきたのであろうか。

本稿では、福祉専門職養成校で使用されることの多い
「子ども家庭福祉」の教科書や入門書（概説、要論等）に
該当する書籍（以下、入門書等）において、不登校がどの
ように取り上げられてきたかについての調査を行い、子ど
も家庭福祉領域における不登校問題の項目の内容の変遷
を明らかにしたいと考えた。

２．文献の選定方法

国立国会図書館で閲覧できる書籍で、日本十進分類表に
よる区分「369.4 児童福祉」に分類されている「子ども家庭
福祉（児童福祉および児童家庭福祉を含む）」の教科書、ま
たは入門的書籍のうち、入手することができた72冊を対象
とした。
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も家庭庁は、「こどもの育ち支援・子育て支援の観点から、文部科学省との連携を強化しながら不登校対策に
取り組む」と宣言した。また、「こども家庭ソーシャルワーカー」（2024年４月導入予定）には、不登校問題
を含む、教育に関連する領域の相談支援等を行うことが期待されている。一方で、若本ら（2009）は、不登校
に関する研究は教育領域と心理領域が90％を占め、1997年以降に医療・看護・保健領域が増加、そして、福祉
領域が本格的に参入してきたのは2000年代に入ってからのことであるとし、福祉領域での研究の歴史は浅いこ
とを指摘した。そこで本稿では、「子ども家庭福祉」の教科書や入門書（概説、要論等）に該当する書籍にお
ける不登校の取り上げ方についての調査を行い、子ども家庭福祉領域における不登校問題の項目の内容の変遷
とその意味を明らかにしたいと考えた。そこで、国立国会図書館で閲覧できる72冊を調査対象とし、マトリッ
クス方式（ガラード、2012）に基づいて検討した。調査の結果、不登校の取り上げ方の傾向は、時代と共に国
が少しずつ理念、制度、方法の３つの構成要素が整備していく様を映し出してきたものと考えられる。そして、
それは児童福祉の理念のウェルフェアから、子ども家庭福祉のウェルビーイングへと変化したことの影響を受
けたことを本稿では指摘した。
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３．文献の検討方法

本稿での検討方法は、マトリックス方式（ガラード、
2012）に基づいた。具体的には、調査対象文献を縦列に並
べ、文献から抽出した情報（書籍名、著者名、出版社名、出
版年、キーワード、不登校に関する言及部分のおおよその
文字数）を横列にまとめ、比較対照を行った。表の作成は
Excelを使用し、出版年やキーワードごとにソートをかけ、
年代ごとの特徴をつかむようにした。

文献レビューの性質上、個人情報に関わることは研究対
象としていないが、文献情報については、特に内容の要約
において、原著の内容を侵害しないように倫理的な配慮を
行った。

４．結果

調査の結果、表１の通りとなった。

内容の特色に沿って、おおまかな年代ごとに分類する
と、以下の特徴をつかめた。
１．1960年代：不登校問題は、1963年に「長期欠席児童」「学
校嫌い」という語で教科書等に登場した。1967年に「学校
恐怖症」と「登校拒否」という語に置き換わった。また、1967
年から「情緒障害」のうちのひとつとして提示されるよう
になった。不登校問題を掲載した教科書等の本調査での率
は58.3％であった。
２．1970年代：ほとんどの教科書等が、登校拒否を情緒障
害の非社会的行動のひとつとして提示した。不登校問題を
掲載した教科書等の本調査での率は69.2％であった。
３．1980年代：70年代に続き、情緒障害の非社会的行動の
ひとつとして登校拒否が紹介され、また、登校拒否の背景、
原因として、親の過保護や、テスト万能主義等の偏向した
学校教育の影響を掲げた。不登校問題を掲載した教科書等
の本調査での率は78.5％であった。
４．1990年代：1993年から、「不登校」という語が登場し、
登校拒否と併用されるようになった。情緒障害のひとつの
具体例としての説明は減少した。フリースクールや適応指
導教室といった、公教育とは別の教育環境に触れられるよ
うになったり、カウンセリングや教育相談といった不登校
対応の具体的な方法についての説明が加わったりするよ
うになった。90年代に入り、不登校についての解説の分量
が多くなり始めた。不登校問題を掲載した教科書等の本調
査での率は100％であった。
５．2000年代：情緒障害のひとつとしての不登校の説明は
縮小され、フリースクール、適応指導教室等の不登校児童
生徒の「居場所」についての説明が増えた。また、スクー
ルカウンセラー、スクールソーシャルワーカー、メンタル
フレンドといったソーシャルワーク分野の専門職につい

ての説明も増加した。不登校の解説に割かれる分量がより
多くなった。不登校問題を掲載した教科書等の本調査での
率は100％であった。
６．2010年代以降：情緒障害の特性として重点的に取り上
げる教科書等はあまりなく、教育支援センター（適応指導
教室）、スクールカウンセラーやスクールソーシャルワー
カーによる対応策の説明がより増加した。そして、子ども
家庭福祉対策事業や不登校児童福祉サービス、そして、教
育機会確保法といった制度の説明も増加した。不登校問題
を掲載した教科書等の本調査での率は81.1％であった。

５．考察

５−１　子ども家庭福祉の教科書等での不登校の取り上
げられ方の変遷

不登校についての研究は、アメリカでは1941年に、ジョ
ンソン（Johnson, A. M.）による症例報告が「学校恐怖症」
という概念を用いてなされたのが初めてとされる（佐藤、
2018）。日本で不登校の症例報告が取り上げられ、本格的
に研究されるようになったのは、確認できる限り、1960年
前後である（例えば、佐藤、1959；鷲見、1960など）。表
１に見られるように、日本の児童福祉関連の教科書等にお
いても、不登校問題が登場するのは1960年代に入ってから
であった。

日本では、アメリカの症例報告の流れを受けて「学校恐
怖」という語によって研究が進んだが、1970年代に「状態
や原因、発達課題との関連からひとつの疾病単位とは考え
にくく、文化や家族などとの関わりあいも考慮することか
ら、「登校拒否」という語が使用されるようになった」と
いう経緯がある（藤田、2002）。内山（1963）は心理領域
から登校拒否を怠休と学校恐怖症の２つの特質に分類し、
登校拒否の原因は周囲だけでなく本人にとっても不明確
かつ非合理的であり、多分に脅迫的傾向を帯びているとし
た。

一方で、1961年に児童福祉法の一部が改正されたことに
伴い、1962年に非行児童に対応するための施設として岡山
市に全国で初めて情緒障害児短期治療施設を開設された。
それに伴い、情緒障害という用語が広がっていった。そし
て、1967年の文部省の児童・生徒の心身障害に関する調査
で、新たに情緒障害の対象として登校拒否も加えられた
（井上、1972）。例えば、情緒障害に関する研究の黎明期
に上出（1971）が情緒障害の非社会的行動のひとつとして
登校拒否を挙げているが、これはその調査報告を受けての
ことである。そして、子ども家庭福祉の教科書等では、90
年代に入るまで、不登校は情緒障害における非社会的行動
の一部であるという種の説明が積極的に掲載されてきた。

1980年代に入ってからの教科書等でも、登校拒否は情緒
障害の中の行動のひとつの特性であるという見解は変わ
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表１．対象文献の結果一覧
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らず、加えて、家庭環境や親の過保護、しつけといった登
校拒否が個人やその家庭に起因するものとして説明され
始めた。「1970年代以降、高校進学率が9割に達し『大衆教
育社会』が成立していくなかで、『学校に行かない子ども』
が『問題児』（学校嫌い、登校拒否、不登校）としてステ
ィグマ化されることが問題視された」と朝倉（1995）が指
摘するように、「学校教育」の「公教育」とは別の学び（オ
ルタナティヴ教育）としてのフリースクールが登場するの
も80年代であるが、1980年代の教科書等の登校拒否問題の
焦点はまだそこには置かれておらず、そもそも登校拒否そ
のものに言及された箇所も文字数的にも多くない。不登校
（登校拒否）を福祉的視点で捉える意識は、80年代までは
高くないように見える。

1990年代の教科書等では、まず、登校拒否と不登校とい
う語の併用が際立つ。1993年頃から不登校を扱う分量を増
やしている教科書等が出ており、内容も、フリースクール
や適応指導教室の利用に関することや、不登校支援として
の養護教諭の対応、カウンセリングも取り上げられるよう
になった。この背景には、まず、1992年に学校不適応対策
調査研究協力者会議が、「登校拒否（不登校）問題につい
て−児童生徒の『心の居場所』づくりを目指して−」（報
告）を発表し、「登校拒否はどの子どもにも起こりうるも
のである、という観点に立って登校拒否をとらえていくこ
とが必要である」と宣言したことがある。この見解は、不
登校への解釈に大きな変化を与え、また、不登校問題への
対応姿勢を大きく変えた。「登校拒否」から「不登校」と
いう語への移行もこの年代に起こっているが、このことを
藤田（前掲）は、「不登校とは、身体的な病気や経済的問
題、精神疾患のための適応困難などの理由がなく、登校し
なければならないという意思を持ちながら、登校できない
子どもが出現して以来、認識されるようになった社会現象
である」とし、同時に、登校拒否という語は「学校教育に
おける子どもの状態からきた言葉であり、本人による拒否
という意味合いが強いことから、その現象をより広くとら

えた不登校という言葉が一般化していった」と指摘してい
る。なお、表１からは、日本の教科書等での不登校を示す
用語は、おおまかに分類すると、（１）1960年代まで：長
期欠席（長欠）；学校嫌い５）、（２）1970年代以降：登校
拒否、（３）1990年代以降：不登校、という流れで変化し
てきたことがわかる。

2000年代の教科書等では、不登校の解説に割かれる分量
がより多くなった。これは、2000年代に不登校対策の事業
がいくつも実施され、現場対応に大きな変化をもたらした
ことと関係がある。例えば、スクールカウンセラー、スク
ールソーシャルワーカー、メンタルフレンドといったソー
シャルワーク分野の専門職についての説明も増加した。つ
まり、スクールカウンセラー活用調査研究委託事業（1995
年度）や、スクールカウンセラー活用事業補助（2001年度）、
スクールソーシャルワーカー活用事業（2008年度）といっ
た心理的、福祉的支援事業を教科書等が反映した形となっ
ている。佐藤ら（2023）が不登校に関する研究の動向を調
査した際に「2000年付近を境に、文部科学省が統計を取る
際の用語を『学校ぎらい』から『不登校』へと変更したこ
となどを鑑み、2000年以前の不登校研究と2000年以降の不
登校研究との区分けを強調」したように、2000年を境に不
登校問題へ対応する制度の構築が進んでいったのである。
この「制度の整備」は2010年代も進み、教科書等において
は、子ども家庭福祉対策事業や不登校児童福祉サービスと
いった具体的なシステムや、教育機会確保法といった法制
度の説明が加わっている。一方で、子ども家庭福祉の教科
書等が不登校問題を取り上げ始めた黎明期から長く続い
ていた「情緒障害の特性のひとつとしての不登校」は、2010
年代に掲載の縮小の方向にあった。このように、1970年代
からの「不登校とは何か」という定義的観点からの説明だ
けではなく、「不登校問題に対してどのような福祉的支援
に取り組んでいるか」を解説する方向にシフトしてきた経
緯が教科書等にも反映している。
５−２　児童福祉から児童家庭福祉へ、そして子ども家庭
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福祉へと変化していくなかでの不登校の取り上げられ方
の意味

前節まで、子ども家庭福祉の教科書等が「児童福祉」時
代から、「児童家庭福祉」時代を経て、「子ども家庭福祉」
の現在まで、不登校問題をどのように取り上げてきたかを
概観してきた。大きな流れをまとめると、初期は「不登校
とは何か」という定義を解説することに終始し、やがて「不
登校にどのような方法で対応するか」という内容にシフト
し、現在では「不登校支援をどのような制度で支えるか」に
ついて触れられるようになってきている。
例えば、柏女（2017）は、「子ども家庭福祉は、理念・制
度・方法の３つの構成要素からなる」と指摘し、さらに、
ＣＷ＝ｆ（Ｉ・Ｓ・Ｍ）
（ＣＷ：Chile Welfare，Ｉ：Idea，Ｓ：System，Ｍ：
Method）
という公式を提示した。これを参考に考察すると、子ども
家庭福祉の教科書等の不登校の取り上げ方の傾向は、時代
が進むにつれ、国によって少しずつ理念、制度、方法の３
つの構成要素が整備されていく様を映し出し、読者に伝え
てきたとも考えられる。

また、教科書等の内容の変化は、子ども家庭福祉の理念
の変化を反映した結果でもあろう。つまり、初期の児童福
祉の理念「ウェルフェア」が、現在の子ども家庭福祉の理
念「ウェルビーイング」へと転換してきたことの反映でも
ある。高橋（1999）は、伝統的な「児童福祉」と新たな「子
ども家庭福祉」の比較を表２のようにしている。

「児童福祉」は、児童だけでなく家庭へのケアも視野に
入れた福祉として「児童家庭福祉」と生まれ変わり、さら
に、「児童」から「子ども」へと、より正確な子ども観へ
の移行のもと「子ども家庭福祉」と変わってきた。教科書
等のタイトルも、その名称の議論の影響を受け、2013年度
から児童福祉から児童家庭福祉へ、そして、2020年度から

児童家庭福祉から子ども家庭福祉へと変わっていった。そ
して、教科書等の筆者や編者の多くがこの児童福祉の理念
がウェルフェアからウェルビーイングへと発展してきた
ことに忠実に添いながら作り続けた結果として、不登校問
題は教育や心理、医療領域だけの問題ではなく、福祉領域
においても時代の流れとともに着目されるようになり、こ
うして詳細に取り上げられ、今では欠くことのできない重
要事項のひとつにまでなったと考えられよう。

６．本研究の限界

本稿で調査した教科書等は72冊であったが、今回入手で
きなかった期間の書籍がある。特に2001年～2004年の４年
連続での書籍が調査から漏れた。また、本稿では初版の書
籍を優先的に対象としたが、改訂を重ねることによる「不
登校」の取り上げられ方の変化を追うまでには至っていな
い。今後、これらについての調査を加えることによって、よ
り正確さが得られた調査としたい。

注

１）教科書等のタイトルは永く児童福祉であったが、2013
年度から児童家庭福祉へ変更となり、2020年度から子ど
も家庭福祉となった。本稿では、かつての「児童福祉」や
「児童家庭福祉」の教科書等についても、本稿における
総体的な表現として、現在の「子ども家庭福祉」という
呼び方で統一して記した。

２）不登校の呼び方は、「長期欠席（長欠）」の時代、「学
校嫌い」の時代、「登校拒否」の時代、「不登校」の時
代と分かれるが、本稿での総体的な呼び方として「不登
校」と記した。

３）厚生労働省：子ども家庭福祉の認定資格の取得に係る
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表２．伝統的な児童福祉と新たな子ども家庭福祉の理念等の違い（高橋，1999より抜粋）



研修等に関する検討会 とりまとめ．2023年３月29日、
https://www.mhlw.go.jp/content/001079605.pdf

（2023年７月８日アクセス）
４）こども家庭庁：こども家庭庁における不登校対策につ

いて．2023年５月11日、
https://youtu.be/6vCTHr5m8lU?si=S7wfN5DzpBX9X
9fu （2023年８月５日アクセス）

５）ただし、文部省・文部科学省の学校基本調査では、不
登校を示す用語は、1966年から1997年までは「学校ぎら
い」を用いていた。1998年以降に「不登校」に変更され
た（加藤、2012）。
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